
１ 都民生活への支援
１８９億円

Ⅰ 臨時交付金を活用した都民生活・中小企業者等への支援
２２１億円
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※（ ）内は補正予算の金額である。

（１７６億円）

（１３８億円）

○ 家庭等に対するＬＰガス価格高騰緊急対策事業

ＬＰガスを利用する家庭等の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、販売事業者を通じて使用料金の

値引き支援を実施

２３億円

（ ２３億円）

○ 保護施設物価高騰緊急対策事業 ０．３億円

物価高騰に直面する保護施設の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（０．２億円）

○ 介護サービス事業所燃料費高騰緊急対策事業 ３億円

燃料費高騰に直面する介護サービス事業所の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（ １億円）

○ 特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業 １２億円

物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（ １１億円）

○ 保育所等物価高騰緊急対策事業 １２億円

物価高騰に直面する保育所等の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（ １１億円）

○ 暮らし向き向上緊急サポート事業～経済活性化支援～

都民生活を下支えするとともに、消費を喚起し経済を活性化する

ための緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、都内店舗に

おいて、商品購入やサービス利用等の支払いをＱＲコード決済で

行った利用者に対し、ポイントを還元するキャンペーンを実施

１００億円

（１００億円）



２ 中小企業者等への支援
３２億円

○ 公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業 ０．５億円

燃料費高騰に直面する公衆浴場の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給
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※（ ）内は補正予算の金額である。

○ 障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業 ２億円

物価高騰に直面する障害福祉サービス事業所の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（０．５億円）

○ 医療機関等物価高騰緊急対策事業 ３１億円

物価高騰に直面する医療機関等の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（ ２８億円）

○ 薬局物価高騰緊急対策事業 ０．７億円

物価高騰に直面する薬局の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（０．５億円）

○ 都立学校における学校給食費支援事業

食材費全体（肉・野菜等の副食を含む）の物価高騰に直面する

保護者の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨時交付金を

活用し、給食費に対する支援を実施

０．７億円

（０．７億円）

（△３８億円）

（０．３億円）

○ 障害者支援施設等物価高騰緊急対策事業 ３億円

物価高騰に直面する障害者支援施設等の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（０．８億円）
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○ 中小企業特別高圧電力・工業用ＬＰガス価格高騰緊急対策事業 １６億円

特別高圧電力や工業用ＬＰガスを利用する中小企業者の

負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、

支援金を支給

（△５４億円）

○ 運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業 １６億円

燃料費高騰に直面する運輸事業者の負担軽減に向けた

緊急対策として、国の臨時交付金を活用し、支援金を支給

（ １５億円）

※（ ）内は補正予算の金額である。
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